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① 「輸入」とは ⇒ 外国から到着した貨物を日本国内に引き取ること
又は、輸出の許可を受けた貨物を日本国内に引き取ること

② 「輸出」とは ⇒ 内国貨物を外国に向けて送り出すこと

③ 「外国貨物」とは ⇒ 外国から日本に到着した貨物で輸入の許可を受けていない
貨物 又は、輸出の許可を受けた貨物

④ 「積戻し」とは ⇒ 外国貨物を日本から外国に向けて送り出すこと

「輸入」や「輸出」の手続
きを「通関手続き」と呼ん
でいます！

１ 保税地域とは ①

まずは！

■税関では、主に３つの法律の規定に基づいて業務を行っています。

・関税法（関税の徴収、通関手続き、保税制度 等）

・関税定率法（関税率、特殊関税制度、減免税制度 等）

・関税暫定措置法（税率の特例、減免税制度の特例 等）



■ 貨物を輸出・輸入するときは、税関長に申告し、税関長の許可を受
ける必要があります。
また、輸出・輸入の申告は、原則として貨物を「保税地域」に入れ

た後に行う必要があります。（ただし、輸出は入れる前でも可能）

■ 輸入の場合、関税及び消費税等を納付しない
と輸入の許可を受けることができません。

【保税地域】
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２ 保税地域とは ②



種 類 関連法令 機 能 蔵置期間 形 式

指定保税地域
関税法

37～41条の3

一時蔵置（通関）
点検・改装・仕分

１ヶ月
財務大臣の指定

保税蔵置場
関税法

42～49条

一時蔵置（通関）
長期蔵置（保管）
点検・改装・仕分

２年
（延長可）

税関長の許可

保税工場
関税法

56～62条

加工・製造
改装・仕分

２年
（延長可）

■上記のほか、保税展示場と総合保税地域があります。
また、貨物の取扱件数は、指定保税地域、特にコンテナヤードにおける
取扱いが多くなっています。

追加、一部取消しは税関長へ権限委任されている

３ 保税地域の種類と機能



公益性の損失！
◆国民生活の安全・健康の維持
◆国際的な平和維持・環境保護等

社会悪物品等の国内流入

◆保税地域がなかったら・・・ 海 外

海

外

◆ どこからでも貨物を国内に引き取ることが可能。

つまり、貨物は任意の場所に置かれ、貨物の抜
取り、すり替えなどの不正行為が容易となる。

◆社会悪物品等の効率的・効果的な取締り、適正
な申告・徴税の確保が困難となる。

人員が
足りません！

４ 保税地域の役割 ①



ローラー部分に隠匿 （H24年12月

門司税関博多税関支署摘発）

鉄鉱石様のものの内部に隠匿

（H25年5月 神戸税関本関 摘発）

大理石の内部に隠匿（H26年1月

門司税関博多税関支署 摘発）
保税地域

海

外

郵便物内にコピー商品を隠匿（H25

年8月 東京税関東京外郵出張所摘

発）

航空貨物（コーヒー袋）に隠匿

（H25年6月東京税関成田航空貨

物出張所 摘発）

郵便物（ローソク）に隠匿（H25年

8月横浜税関川崎外郵出張所 摘

発）

覚醒剤覚醒剤 覚醒剤

大麻大麻

海 外

ｺﾋﾟｰ商品

★効率的・効果的な検査の実施

安い行政（行政コストの軽減）
★輸入貨物に係る関税債権の確保

５ 保税地域の役割 ②

社会悪等の国内流入阻止！

◆貨物の保税地域への集中
貨物を税関監督下の保税地域

に置いて管理することが効果的
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蔵置場通関

指定保税地域で

輸入申告する場合が

多いです！

６ 輸出入手続きの概要（輸入コンテナ貨物）
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輸出も指定保税地
域で申告する場合
が多いです！

保 税 業 務

７ 輸出入手続きの概要（輸出コンテナ貨物）



◎ 外国貨物を置く場所の制限
外国貨物は、保税地域以外の場所に置くことができない（法第３０条）。

◎ 見本の一時持出し
保税地域から、外国貨物を 見本 として一時持ち出そうとする場合には、

税関長の許可を受けなければならない（法第３２条）。

例外あり

許可

関 税 法 の 大 原 則

課税上問題がなく、かつ、少量のもの

８ 保税地域における一般規制 ①



◎ 外国貨物の廃棄及び滅却

保税地域にある外国貨物が、腐敗､変質等により輸入でき

なくなり廃棄する場合、あるいは他法令の規定による輸入の

許可､承認等を取得することができず廃棄せざるを得ないよ

うな場合には､あらかじめその旨を税関に届け出なければな

らない（法第３４条）。

ただし、税関長の滅却の承認を受けている場合

には、届出義務は免除される（同条ただし書）。

届

承認

廃 棄

滅 却

９ 保税地域における一般規制 ②



保税地域の種類 記帳義務者 参 考

指定保税地域 貨物管理者 法34条の2 、令29条の2、関基34の2-2

保税蔵置場
貨物管理者

（＝被許可者）
法34条の2 、令29条の2、関基34の2-2

保税工場 被許可者 法61の3、令50条、関基61の3-1

※法＝関税法、令＝関税法施行令、関基＝関税法基本通達

◎ 記帳義務

保税地域において貨物を管理する者（許可を受けた者）は、その管理する外国貨物又は

輸出しようとする貨物について、帳簿を設け、政令で定める事項を記載しなければならない。

（関税法第34条の2他）

１０ 保税地域における一般規制 ③



◎ 倉主責任

保税地域にある外国貨物（輸出許可済貨物を除く）が亡失し、又は税関長の承認を受け

ることなく滅却された場合は保税地域の許可を受けた者（つまり、倉主）が関税を納付する義

務を負っている。（関税法第45条）

〔 保税蔵置場 〕

≪在庫確認≫

関税納付！
そんな金はない

貨物の個数が
足りない

亡失 !!

１１ 保税地域における一般規制 ④



◎ 保税運送

外国貨物（郵便物、特例輸出貨物及び政令で定める貨物を除く。）を運送しようとする
者は、税関長に申告し、その承認を受けて 開港、税関空港、保税地域、税関官署及び
他所蔵置場所相互間に限り外国貨物のままで運送することができる。

（関税法第６３条第１項）

【 具体例 】

保税運送申告

承認

保税運送申告

搬出 搬入（ﾃﾞﾊﾞﾝ）

≪保税運送≫

搬
出
手
続

輸
入
許
可

輸
入
申
告

審

査 検
査

関
税
等
納
付

搬
入
手
続

指定保税地域
（ｺﾝﾃﾅﾔｰﾄﾞ）

保税蔵置場

１２ 保税運送とは ①



１３ 保税運送とは ②

◎ 保税運送

保税運送された外国貨物（輸出貨物を除く。）が、指定された運送期間内（特定保税運
送貨物及び郵便物については７日以内）に運送先に到着しないときは、運送の承認を受
けた者等から直ちに関税が徴収される。
ただし、当該貨物が災害その他やむを得ない事情により亡失した場合、又はあらかじ

め税関長の承認を受けて滅却された場合は､その関税は徴収されないこととされている。
（関税法第６５条第１項及び第２項、同法第６５条の２第１項）。

【 具体例 】

保税運送申告

搬出 搬入（ﾃﾞﾊﾞﾝ）

指定保税地域
（ｺﾝﾃﾅﾔｰﾄﾞ）

保税蔵置場

承認

保税運送申告

≪保税運送≫

貨物がない!!
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MFR
積荷目録
情報登録

DMF
積荷目録
提出

IDA
輸入申告
事項登録

貨物引取り

OLC
保税運送
申告

IDC
輸入申告

BIA
搬入確認登録
（保税運送貨物）

PID
到着確認
登録 PKI

船卸確認
登録

CYO
CY搬出
確認登録

輸入許可
情報

保税運送
承認情報

IDA
輸入申告
事項登録

IDC
輸入申告

輸入許可
情報

ＣＹ通関の場合は
ここで終了！

１４ ＮＡＣＣＳ業務（輸入コンテナ貨物）
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ECR
輸出貨物
情報登録

船積確認
通知情報

EDC
輸出申告

BIC
搬入確認登録
（輸出未通関）

CCL
船積確認

登録

CLR
船積情報
登録

コンテナ単位

CYA
CY搬入
登録

VAE
バンニング
情報登録

VAN
バンニング
情報登録

許可・承認貨物
（輸出）情報

輸出管理番号単位

輸出貨物
登録情報

通関業者等の
必須業務

バンニング業務は搬出業務を
兼ねています

通
関

C

Y

船
会
社

コンテナ貨物の場合
VAN／VAE（バンニング情報登録）業務は、輸出貨物とコンテナを関連付ける重要な業務であり、必須業務となります。

ECR
輸出貨物
情報登録

EDC
輸出申告

輸出貨物
登録情報

ＣＹ通関の場合は
ここからスタート！

ＣＹ搬入後のバンニング
登録も可能。

コンテナ
通知情報

許可・承認貨物
（輸出）情報

１５ ＮＡＣＣＳ業務（輸出コンテナ貨物）



１６ ＮＡＣＣＳ業務（掲示板・保税関係）



■ＣＰ（Compliance Program：貨物管理に関する社内管理規定）

【ＣＰ導入に係る経緯】

● 昭和４６年以前

搬出入の際、税関に届出が必要

○ 昭和４６年 自主管理の

トライアル的導入

○ 昭和４７年 自主管理制度導入

○ 平成 ４年 ＣＰ整備の指導開始

○ 平成 ９年 完全自主管理制に移行

○ 平成１２年 ＣＰ整備を基本通達化

搬出届

勘弁してよ！

受 理

受理も
大変！

直接管理

間接管理

的確な記帳を
お願いします。

搬入届

搬入届

受 理
受 理

１７ 社内管理規定（ＣＰ）について ①



■目的
企業内における適正な貨物管理体制を確保することにより、法令に規定する

税関手続の適正な履行を確保するため。

◆ 社内管理規定の目的

◆ 社内管理責任体制の整備

◆ 貨物管理手続体制の整備

◆ 貨物保全体制の整備

◆ 税関への通報体制の整備

◆ 教育訓練体制の整備

◆ 評価・監査制度の整備（毎年監査を実施し、税関へ報告）

◆ その他（懲戒規定等）

絵に描いた・・・とならないよう

ＣＰに沿った適正な貨物管理

をお願いします。

１８ 社内管理規定（ＣＰ）について ②



１９ 問題です！

●次の記述について、

正しいものには（ ）に“○”を、誤ったものには“×” を記入願います。

① 外国貨物は巨大な貨物であっても、保税地域に置く必要がある。（ ）

② 外国貨物の状態で運搬することを保税運送というが、これは保税地域間のみに限ら

れる。（ ）

③ 外国貨物が腐敗し、商品として価値がなくなった場合には、何ら税関手続きを行う

ことなく、産業廃棄物として廃棄して構わない。（ ）

④ 輸出の許可を受けた貨物も外国貨物であるので、保税蔵置場で輸出許可済貨物が亡

失した場合には、保税蔵置場の許可を受けた者は関税を納付する義務がある。（ ）

⑤ 保税台帳は、様式が決まっており、その様式を使用しなければならない。（ ）



今後とも、

関税法等関係法令の各規定を遵守し、適正な

貨物管理を行っていただくようお願いいたし

ます！！

情報提供もよろしくお願いします！！

おわりに
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